
【制度改正等の課題解決環境整備事業】

2021年度の税制改正で、電子帳簿保存法の要件が緩和され、電子データの保存が義務化されました（ただし２年間の許容
期間があります）。本セミナーでは、電子帳簿保存法の概要や具体的な対応について分かりやすく解説いたします。
また、電子帳簿保存法と関連の深い、インボイス制度の概要についても解説いたしますので、是非、この機会に皆様のご参
加をお待ちしております。

中島税理士・行政書士事務所 所長
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※ご記入いただいた情報は、当会からの各種連絡・情報提供のために利用するほか、セミナー参加者の実態調査・分析のために利用することがあります。

電子帳簿保存法セミナー
改正のポイントと実務対応

1. 電子帳簿保存法改正の概要 
2. 電子帳簿保存法の３区分 
3. 電子取引情報の具体的な保存方法 
4. 中小企業での取引データの具体的な
　 保存方法
5. 宥恕措置終了後（令和６年１月１日以降）の 
　 具体的対応
6. インボイス制度の概要について 


